
 

 

議案第１６号  

 

   秦野市市営住宅条例の一部を改正することについて 

 

 秦野市市営住宅条例の一部を別紙のとおり改正するものとする。 

 

  令和６年２月２６日提出 

 

秦野市長 高 橋 昌 和  

 

 

提案理由 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律の一部改正により、

拡充された被害者の条件を入居者の資格の特例として追加するため、改正する

ものであります。 

 



秦野市条例第  号  

 

   秦野市市営住宅条例の一部を改正する条例 

 

 秦野市市営住宅条例（平成９年秦野市条例第６号）の一部を次のように改正

する。 

 第２２条第２項第３号イ中「配偶者暴力防止等法第１０条第１項」の次に

「又は第１０条の２」を加える。 

 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第１６号 秦野市市営住宅条例の一部を改正する条例案新旧対照表 

新 旧 

（入居者の資格） 

第２２条 （略） 

（入居者の資格） 

第２２条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、同項第２号から第５号までに規定

する条件（第３号に掲げる者にあっては、前項第４号に規定す

る条件を除く。）を具備する次に掲げる者は、現に同居し、又

は同居しようとする親族がない場合にあっても、規則で定める

規模の市営住宅に入居することができる。ただし、身体上又は

精神上著しい障害があるために常時の介護を必要とし、かつ、

居宅においてこれを受けることができず、又は受けることが困

難であると認められる者を除く。 

２ 前項の規定にかかわらず、同項第２号から第５号までに規定

する条件（第３号に掲げる者にあっては、前項第４号に規定す

る条件を除く。）を具備する次に掲げる者は、現に同居し、又

は同居しようとする親族がない場合にあっても、規則で定める

規模の市営住宅に入居することができる。ただし、身体上又は

精神上著しい障害があるために常時の介護を必要とし、かつ、

居宅においてこれを受けることができず、又は受けることが困

難であると認められる者を除く。 

(1) ６０歳以上の者 (1) ６０歳以上の者 

(2) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第１項に

規定する被保護者 

(2) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第１項に

規定する被保護者 

(3) 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律

（平成１３年法律第３１号。以下この号において「配偶者暴 

力防止等法」という。）第１条第２項に規定する被害者で、

次のいずれかに該当するもの 

(3) 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律

（平成１３年法律第３１号。以下この号において「配偶者暴 

力防止等法」という。）第１条第２項に規定する被害者で、

次のいずれかに該当するもの 

ア 配偶者暴力防止等法第３条第３項第３号の規定による一

時保護又は配偶者暴力防止等法第５条の規定による保護が

ア 配偶者暴力防止等法第３条第３項第３号の規定による一

時保護又は配偶者暴力防止等法第５条の規定による保護が
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終了した日から起算して５年を経過していない者 終了した日から起算して５年を経過していない者 

イ 配偶者暴力防止等法第１０条第１項又は第１０条の２の

規定により裁判所がした命令の申立てを行った者で、その

命令が効力を生じた日から起算して５年を経過していない

もの 

イ 配偶者暴力防止等法第１０条第１項の規定により裁判所

がした命令の申立てを行った者で、その命令が効力を生じ

た日から起算して５年を経過していないもの 

(4) 前条第１号に該当する者（精神保健及び精神障碍者福祉に

関する法律施行令第６条第３項に規定する３級に該当する程

度の者を含む。) 

(4) 前条第１号に該当する者（精神保健及び精神障碍者福祉に

関する法律施行令第６条第３項に規定する３級に該当する程

度の者を含む。) 

３・４ （略） ３・４ （略） 

  

  

    附 則  

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。  
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議案第１６号資料  

 

秦野市市営住宅条例の一部を改正することについて 

 

１ 条例改正の背景 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律の一部を改正す

る法律（令和５年法律第３０号。以下「改正法」という。）が、令和５年５

月１９日に公布され、一部の規定を除き、令和６年４月１日に施行されるこ

ととなりました。 

今回の改正により、接近禁止命令等の申立てをすることができる被害者の

範囲の拡大、保護命令の期間の伸長等の保護命令制度の拡充等の措置が講じ

られました。 

これにより、条例で引用する配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等

に関する法律（平成１３年法律第３１号。以下「配偶者暴力防止法」といい

ます。）の条項を加えるため、条例の一部を改正するものです。 

 

２ 条例改正の概要 

  秦野市市営住宅条例第２２条第１項では、原則的な市営住宅入居資格とし

て、同居親族があること、収入が一定額以下、及び住宅に困窮している等の

規定をしています。 

  また、第２項では、第１項に規定された同居親族がない場合であっても入

居が可能となる条件を規定しており、そのうちの１つとして、配偶者暴力防

止法第１０条第１項の規定による裁判所への申立者があります。 

法改正により、第１０条第１項（保護命令）の内容が、第１０条第１項

（接近禁止命令）と第１０条の２（退去等命令）に区分されたことから、本

条例においても、それぞれを入居資格の条件とするため、条項を追加するも

のです。 

  

３ 改正法の要旨 

(1)  接近禁止命令等の申立てをすることができる被害者について 

    配偶者からの身体に対する暴力を受けた者又は「生命又は身体」に対す

る加害の告知による脅迫を受けた者に加えて、「自由、名誉又は財産」に

対する加害の告知による脅迫を受けた者を追加（改正法第１０条第１項） 
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(2)  接近禁止命令の発令要件について 

発令要件を「身体に重大な危害を受けるおそれが大きいとき」から「心

身に重大な危害を受けるおそれが大きいとき」に拡大（改正法第１０条第

１項） 

(3)  接近禁止命令の期間について 

期間を６か月から１年間に伸長（改正法第１０条第１項） 

(4)  退去等命令の期間について 

住居の所有者又は賃借人が被害者のみである場合には、申立てにより６

か月とする特例を新設（改正法第１０条の２） 

 

４ 条例改正の施行日 

  令和６年４月１日 
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